
平成 年度実績に関する事務事業評価表

① 回
② 回
③ 件
① ％
② ％
③

円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
人

時間
円
円

入力シート№ 1

27

18,878,000

142.6%

38,494,841

97,000
25,044,159
39,852,000

44,000

103,532,000

24,936,560
94,880

26,645,000

-69.4%

44,000
37,449,195

102,376,635
34,820,000

175.0%

-33.3%

137,132,000

102,376,635176,189,000
4

8,000

目的の妥当性

対象の妥当性

-27.5%
4

126,736,635

5,800

道路支障となる物件の移転補償を行い区画道路の拡幅整備を進めた。また、その他、支障となる公共物（電柱等）の移転協議を行い、
付近住民の生活環境に支障が生じないよう事業を進めた。事業地区内に経田中央公園（街区公園）の整備を行った。

財
源
内
訳

22,500,000

妥　当　性

自治体関与の妥当性

Ａ

人
件
費

28,400,000

3,300,813
99,300,000

153,500,813

総　費　用（Ａ＋Ｂ）

事 務 事 業 名
予 算 事 業 名

ハード事業

４
コ
ス
ト
情
報

手       段
（活動指標）

６
評
価

Ａ Ａ

評価の視点 Ｈ27評価Ｈ26評価

１次評価
（課長総括）

Ａ

評
価
結
果

(

課
題
及
び
今

後
の
方
針

)

本事業は、安全で快適に暮らしやすいまちづくりの重要なハード事
業である。工事関係は完了し、今後は換地処分に向けて進める必要
がある。

効  率  性

上位施策への貢献度

２ 目標どおり

根  拠  法  令

１ 妥当である

100 

１
基
本
項
目

地区住民及び地区内の宅地を有している者を対象としている

事  務  区　分

総
合
計
画 基本事業名

事  業  期　間

施  策  名

目  標  名
政  策  名

15-２　市街地整備の推進

土木費
都市計画費
土地区画整理費

①事業区域となる経田中央地区内の住民（世帯）及び地区内の宅地について権利を有している者　　　　　②事業区域内の道路

5 
100 

目

成
果
指
標

家屋移転補償契約件数

幅員４ｍ以上の道路の割合

5 
95 

1 

27年度

5 

100.0%

0 

総合計画実施計画に記載

5 

単位

100 

500.0%
100.0%

95 

総合計画等への記載

26年度

97 100 

5 

96 

幅員４ｍ以上の道路に接する区画の割合

都市計画課経田地区土地区画整理事業
経田地区土地区画整理事業
自治事務

区画整理係
0765-23-1026

担
当
部
署

終了年度平成16年度開始年度 平成28年度

課       名
係　   　名
電 話 番 号
会　   　計 一般会計

アウトソーシング導入状況

実績
5 
6 

計画
指　標　名

導入予定なし

経田地区の住宅密集地である中央地区（3.5ha）で、公共施設の整備と宅地の利用増進を図ることを目的に土地区画整理事業を進め、道路や公園を整備する
ことでコミュニティあふれるまちづくりを目指す。
平成19年5月に事業計画認可を取得し、平成20年3月の海側区域での仮換地指定に基づき、順次、家屋移転補償、上下水道工事及び道路工事を実施し、平成
22年度において約1.6haを完了した。山側区域についても平成23年4月に仮換地指定を行い、海側区域と同様に事業実施しており、平成27年度に工事を完了
し平成28年度に換地処分を目指す。

実績
28年度

①住宅及び敷地が、幅員4ｍ以上の道路に接するようになる。
②４ｍ以上の幅員を確保するようになる。

区画道路の拡幅を進めるため物件移転補償を行い、また、県道沿いに関しても拡幅を進めるため県と協議をしながら、
物件移転補償を行う。

達成率
100.0%
120.0%

意       図
（成果指標）

款
項

164.8%

67,556,635

予
算
科
目

５
取
組
内
容

③地方債
④その他（使用料、雑入等）
⑤一般財源
収入合計

②年間所要時間

２
事
業
概
要

事 業 概 要

対　   　象

３
指
標

　平成27年度に取り組んだ事務事業の内容及び改善内容

基本目標２　安全で快適な暮らしやすいまち
７　魅力ある都市基盤の充実
15　良好な都市の形成

②県支出金

④負担金補助及び交付金

17,486,000

148,050,000

計画

公共施設の整備と宅地の利用増進を進めている

有  効  性

4
7,800

ＡＡ

目標達成度

類似事業の有無

23,940,000
8,000

１ なし

１ 高い

-32.3% 42,818,000

評価項目 評価の理由

公共性の高い事業である

24,360,000

①事務事業に携わる正規職員数

187,100,813

4

③人件費（②×＠

１ 妥当である

評価結果

他の部局等において、同じような事務事業が存在しない

33,600,00032,760,000円）（Ｂ）4,200

Ａ

127,330,449
30,000

10,200,000

①国庫支出金
支出合計（Ａ）

200,000
200,000

41,000,000
106,710,000

4,144,000
-33.3%

24,335,000

⑤その他

33,600,000

計画通りに進んでいる

１ 妥当である

支
出
内
訳

③工事請負費

153,500,813

住民説明会及び相談会の開催件数

富山県との協議回数 4 7 

活
動
指
標

3 

9,417,600
309,964

16,426,800
16,000

区　　分
予算現額

26年度
決算額

①需用費
②委託料

単位

176,189,000

423,000

4 

コスト効率

負担割合の適正化

計画
5 
5 

28年度
当初予算額

85,000
17,276,000

27年度
予算現額 決算額

-70.6%

1946.7%

54.8%

決算増減率

39,852,000

100 
100 

76,887,000
103,532,000

都市基盤の充実が図れる

１ 高い 事業実施の過程が適正である

１ 適正である

208,949,000

0.0%

-27.5%

評
価
結
果

不要計画どおり事業を実施することが適当 ２次評価 　

事業の実施主体は適正である

市の負担（補助）割合は、適正である

Ａ 実施主体の適正化

１ 適正である

5,700

1,117,000
18,878,000

4
18,878,000



平成 年度実績に関する事務事業評価表

① 回
② 件
③
① ％
② ％
③ ％

円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
人

時間
円
円

入力シート№ 2

27

0 0

1,932,000

00
2

460

目的の妥当性

対象の妥当性

-56.5%
2

840,000

200

・開発行為の申請に対して意見集約のため、関係する機関（土地改良区、消防署）及び庁内各課と協議等を行なった。
・開発を行なう業者からの申請書を受付し、許可権者の県へ送付する業務や県からの許可書を交付した。

財
源
内
訳

妥　当　性

自治体関与の妥当性

Ａ

人
件
費

0

総　費　用（Ａ＋Ｂ）

事 務 事 業 名
予 算 事 業 名

内部管理

４
コ
ス
ト
情
報

事前審査会実施率

手       段
（活動指標）

６
評
価

Ａ Ａ

評価の視点 Ｈ27評価Ｈ26評価

１次評価
（課長総括）

Ａ

評
価
結
果

(

課
題
及
び
今

後
の
方
針

)

個人が行なう宅地開発行為に対して、市が県に申請書や許可書の送
付業務を行なっている事業であり、人件費だけの最少経費で開発業
者との調整を図りながら都市施設等の整備に関与している。

効  率  性

上位施策への貢献度

２ 目標どおり

根  拠  法  令

１ 妥当である

100 

１
基
本
項
目

定められた手続きであるため

100 100.0%

事  務  区　分

総
合
計
画 基本事業名

事  業  期　間

施  策  名

目  標  名
政  策  名

15-１　計画的な都市環境づくりの推進

開発行為申請書受け付け　及び　開発行為認可書発行

100 

目

成
果
指
標 100 

許可書送付率（交付件数／許可件数）

100 

100 

27年度

2 

100.0%

総合計画に主要事業として記載

2 

単位

100 
100.0%

100 

総合計画等への記載

26年度

100 100 

8 

100 

申請書送付率（申請書送付数／受付件数）

都市計画課宅地開発行為申請受付等事務
なし
自治事務

区画整理係
0765-23-1026

担
当
部
署

終了年度昭和53年度開始年度 当面継続

課       名
係　   　名
電 話 番 号
会　   　計 予算なし

アウトソーシング導入状況

実績
2 
8 

計画
指　標　名

導入予定なし

3000㎡以上の開発行為に対する協議→受付→審査・協議書の締結→県（建築住宅課）へ送付

実績
28年度

・県からの移譲事務事業であり、受付した申請書が適正な形態の下で富山県に送付進達されている。
・富山県が許可した許可書が開発業者に交付されている。

開発行為の申請に対して意見集約のため、関係する機関（土地改良区、消防署）及び庁内各課と協議等を行なう。
開発を行なう業者からの申請書を受付し、許可権者の県へ送付する業務や県からの許可書を交付する。

達成率
100.0%
100.0%

意       図
（成果指標）

款
項

予
算
科
目

５
取
組
内
容

③地方債
④その他（使用料、雑入等）
⑤一般財源
収入合計

②年間所要時間

２
事
業
概
要

事 業 概 要

対　   　象

３
指
標

　平成27年度に取り組んだ事務事業の内容及び改善内容

基本目標２　安全で快適な暮らしやすいまち
７　魅力ある都市基盤の充実
15　良好な都市の形成

②県支出金

④負担金補助及び交付金

計画

都市基盤整備を円滑に進めるため

有  効  性

2
460

ＡＡ

目標達成度

類似事業の有無

1,260,000
460

１ なし

１ 高い

-56.5% 1,260,000

評価項目 評価の理由

県からの機関委任事務であるため

840,000

①事務事業に携わる正規職員数

1,932,000

2

③人件費（②×＠

１ 妥当である

評価結果

他の部局等において、同じような事務事業が存在しない

1,932,0001,932,000円）（Ｂ）4,200

Ａ

①国庫支出金
支出合計（Ａ）
⑤その他

1,932,000

申請・許可には迅速に対応しており達成度は高い

１ 妥当である

支
出
内
訳

③工事請負費

0

開発行為の事前審査会
開発行為申請者との協議回数 4 8 

活
動
指
標

1 

区　　分
予算現額

26年度
決算額

①需用費
②委託料

単位

0

100 

コスト効率

負担割合の適正化

計画
2 
8 

100 

28年度
当初予算額

27年度
予算現額 決算額 決算増減率

100 
100 

0

民間による、安全で快適な暮らしやすいまちに貢献している

１ 高い 予算なしで実施しているため

１ 適正である

1,932,000

0.0%

-56.5%

評
価
結
果

不要計画どおり事業を実施することが適当 ２次評価 　

県からの機関委任事務であるため

県からの機関委任事務であるため

Ａ 実施主体の適正化

１ 適正である

300

0

2
0



平成 年度実績に関する事務事業評価表

① 回
②
③
① ％
② ha
③

円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
人

時間
円
円

入力シート№ 3

27

0 0

420,000

00
2

560

目的の妥当性

対象の妥当性

-71.4%
2

672,000

160

各種事業を踏まえて、県都市計画課と打合せを行った。

財
源
内
訳

妥　当　性

自治体関与の妥当性

Ａ

人
件
費

0

総　費　用（Ａ＋Ｂ）

事 務 事 業 名
予 算 事 業 名

内部管理

４
コ
ス
ト
情
報

手       段
（活動指標）

６
評
価

Ｂ Ａ

評価の視点 Ｈ27評価Ｈ26評価

１次評価
（課長総括）

Ａ

評
価
結
果

(

課
題
及
び
今

後
の
方
針

)

各種事業等で都市計画区域拡大された場合や縮小された場合には、
必要に応じて見直しをする必要がある。

効  率  性

上位施策への貢献度

２ 目標どおり

根  拠  法  令

１ 妥当である

4,444 

１
基
本
項
目

定められた手続きのため

事  務  区　分

総
合
計
画 基本事業名

事  業  期　間

施  策  名

目  標  名
政  策  名

15-１　計画的な都市環境づくりの推進

都市計画区域（用途地域）の相違

100 

目

成
果
指
標

本来の区域の詳細を示す計画図が新たに作成された都市計画区域面積

100 

27年度

2 

100.0%

総合計画に主要事業として記載

5 

単位

4,444 
100.0%

4,440 

総合計画等への記載

26年度

100 100 
4,444 

くいちがいが解消された区域（大字の数）／くいちがいが生じている区域（大字の数）

都市計画課都市計画区域見直し事務
なし
自治事務

計画公園係
0765-23-1030

担
当
部
署

終了年度平成20年度開始年度 当面継続

課       名
係　   　名
電 話 番 号
会　   　計 予算なし

アウトソーシング導入状況

実績
0 

計画
指　標　名

導入予定なし

魚津港の港湾拡張事業に伴い、都市計画区域（用途地域）の見直しを行ったが、今後も魚津駅周辺整備等の各種事業に
より、必要に応じて見直しを行う。

実績
28年度

・くいちがいが解消される。
・区域（地域）が正確且つ判りやすく示される。

・見直しの状況を示す図面の作成
・これまでの経過や過去の手続き、考え方などに関して県との協議

達成率
0.0%

意       図
（成果指標）

款
項

予
算
科
目

５
取
組
内
容

③地方債
④その他（使用料、雑入等）
⑤一般財源
収入合計

②年間所要時間

２
事
業
概
要

事 業 概 要

対　   　象

３
指
標

　平成27年度に取り組んだ事務事業の内容及び改善内容

基本目標２　安全で快適な暮らしやすいまち
７　魅力ある都市基盤の充実
15　良好な都市の形成

②県支出金

④負担金補助及び交付金

計画

都市基盤整備を円滑に進めるため

有  効  性

2
560

ＡＢ

目標達成度

類似事業の有無

672,000
100

１ なし

１ 高い

-71.4% 672,000

評価項目 評価の理由

都市計画法に基づき、県から市へ意見を求められるため

672,000

①事務事業に携わる正規職員数

2,352,000

2

③人件費（②×＠

１ 妥当である

評価結果

他の課等で実施していないため

420,0002,352,000円）（Ｂ）4,200

Ａ

①国庫支出金
支出合計（Ａ）
⑤その他

2,352,000

見直す区域（地域）がなかったため

１ 妥当である

支
出
内
訳

③工事請負費

0

県との協議回数活
動
指
標

8 

区　　分
予算現額

26年度
決算額

①需用費
②委託料

単位

0

コスト効率

負担割合の適正化

計画
2 

28年度
当初予算額

27年度
予算現額 決算額 決算増減率

100 
4,444 

0

計画的な都市基盤整備に貢献しているため

１ 高い 予算なしで実施しているため

１ 適正である

2,352,000

0.0%

-71.4%

評
価
結
果

不要計画どおり事業を実施することが適当 ２次評価 　

都市計画法に基づき、県から市へ意見を求められるため

都市計画法に基づいた、県と市の役割のため

Ｂ 実施主体の適正化

１ 適正である

160

0

2
0



平成 年度実績に関する事務事業評価表

① 回
② 箇所
③ 件
① 千円
② 千人
③ ％

円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
人

時間
円
円

入力シート№ 4

27

54,616,000

-25.5%

2,072,314

1,600,000

500,000
50,916,000
36,000,000

89,016,000

50,898,057
381,240

1.0%

-23.4%

351,000
1,600,000
67,588,001 -8.2%

93,468,000

67,588,00174,415,000
4

1,060

目的の妥当性

対象の妥当性

-24.5%
4

70,948,001

800

・指定管理者への委託業務による管理・運状況営を確認。
・施設の老朽化により計画的に修繕を行なった。屋外便所改修、　園路修繕、木橋撤去改修を実施。

財
源
内
訳

妥　当　性

自治体関与の妥当性

Ａ

人
件
費

56,684,227
2,051,773

73,598,000

総　費　用（Ａ＋Ｂ）

1,984,000

事 務 事 業 名
予 算 事 業 名

施設管理

４
コ
ス
ト
情
報

修繕率

手       段
（活動指標）

６
評
価

Ａ Ａ

評価の視点 Ｈ27評価Ｈ26評価

１次評価
（課長総括）

Ａ

評
価
結
果

(

課
題
及
び
今

後
の
方
針

)

平成18年度から、魚津総合公園、早月川緑地及びミラージュハウス
の維持管理を指定管理者制度へ移行し、民間活力による施設維持管
理運営を図っている。受託者が各種イベントを企画し、やる気や積
極性があり望ましい姿であるが、施設全体が老朽化しているため、
指定管理者との修繕箇所分担割りに基づいた修繕工事は必要不可欠
である。

効  率  性

上位施策への貢献度

２ 目標どおり

根  拠  法  令

１ 妥当である

300 

１
基
本
項
目

市が所有する都市公園等のため

100 100.0%

事  務  区　分

総
合
計
画 基本事業名

事  業  期　間

施  策  名

目  標  名
政  策  名

15-２　市街地整備の推進

土木費
都市計画費
都市公園管理費

魚津総合公園、早月川緑地、ミラージュハウス

45 
15,328 

目

成
果
指
標 100 

公園使用許可数

遊具等の利用者数
100 

20 
16,300 

20 

27年度

12 

100.0%

20 

総合計画実施計画に記載

12 

単位

300 

225.0%
94.0%

300 

総合計画等への記載

26年度

15,071 16,300 

40 

300 
総合公園等利用料収入額

都市計画課総合公園等維持管理事業
総合公園等維持管理事業
自治事務

計画公園係
0765-23-1030

担
当
部
署

終了年度昭和56年度開始年度 当面継続

課       名
係　   　名
電 話 番 号
会　   　計 一般会計

アウトソーシング導入状況

実績
12 
40 

計画
指　標　名

導入済（指定管理者制度）

魚津総合公園、早月川緑地及びミラージュハウスの維持管理について、指定管理者に委託する。
（だだし、公園施設の整備、改修は魚津市が施行する。）

実績
28年度

指定管理者制度の導入により、民間事業者が有するノウハウを活用することにより、住民サービスの質の向上を図って
いくことで、施設設置の目的を効果的に達成する。

指定管理者への委託業務による管理・運営状況を確認

達成率
100.0%
100.0%

意       図
（成果指標）

款
項

-2.5%

65,515,687

予
算
科
目

５
取
組
内
容

③地方債
④その他（使用料、雑入等）
⑤一般財源
収入合計

②年間所要時間

２
事
業
概
要

事 業 概 要

対　   　象

３
指
標

　平成27年度に取り組んだ事務事業の内容及び改善内容

基本目標２　安全で快適な暮らしやすいまち
７　魅力ある都市基盤の充実
15　良好な都市の形成

②県支出金

④負担金補助及び交付金

52,315,000

1,600,000

計画

市が所有する都市公園等のため

有  効  性

4
1,060

ＡＡ

目標達成度

類似事業の有無

3,360,000
1,060

１ なし

１ 高い

-9.1% 59,960,000

評価項目 評価の理由

市が所有する都市公園等のため

3,360,000

①事務事業に携わる正規職員数

78,050,000

4

③人件費（②×＠

１ 妥当である

評価結果

他の課等で実施していないため

4,452,0004,452,000円）（Ｂ）4,200

Ａ

1,600,000

20,000,000

14,962,000
①国庫支出金
支出合計（Ａ）

4,500,000

1,984,000
57,469,000

-8.2%

14,862,000

⑤その他

4,452,000

修繕計画に基づき実施したため

１ 妥当である

支
出
内
訳

③工事請負費

73,598,000

ミラージュランド自主事業開催件数

修繕をした箇所 35 30 

活
動
指
標

12 

52,223,200
497,880

19,276,920

区　　分
予算現額

26年度
決算額

①需用費
②委託料

単位

74,415,000

500,000

25 

100 

コスト効率

負担割合の適正化

計画
12 
40 

100 

28年度
当初予算額

500,000
50,000,000

27年度
予算現額 決算額

0.0%

15.6%

決算増減率

14,357,704

16,300 
300 

87,032,000
89,016,000

まちづくりには都市公園等は必要なため

１ 高い 最小限の予算で実施しているため

１ 適正である

78,867,000

0.0%

-24.5%

評
価
結
果

不要現行どおり管理運営を行うことが適当 ２次評価 　

指定管理者制度を導入しているため

指定管理者と分担割を定めているため

Ａ 実施主体の適正化

１ 適正である

1,984,000

800

1,600,000
56,600,000

4
56,600,000



平成 年度実績に関する事務事業評価表

① 回
② 回
③ 件
① 箇所
②
③

円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
人

時間
円
円

入力シート№ 5

27

32,058,000

-38.7%

987,209

467,000

4,898,000
25,500,000
1,750,000

70,000

32,685,000

25,480,009
4,353,050

5.3%

-5.2%

67,000
330,245

31,947,504

0.0%

-1.2%

38,481,000

31,947,50433,597,000
3

1,380

目的の妥当性

対象の妥当性

-13.0%
3

36,987,504

1,200

雑草の草刈、樹木の剪定・雪囲い、遊具の点検・保守、施設の補修を実施。

財
源
内
訳

妥　当　性

自治体関与の妥当性

Ｃ

人
件
費

31,389,065
937,397

32,326,462

総　費　用（Ａ＋Ｂ）

826,000

事 務 事 業 名
予 算 事 業 名

施設管理

４
コ
ス
ト
情
報

手       段
（活動指標）

６
評
価

Ｂ Ｂ

評価の視点 Ｈ27評価Ｈ26評価

１次評価
（課長総括）

Ｂ

評
価
結
果

(

課
題
及
び
今

後
の
方
針

)

都市公園等は市民の憩いの場となっており、利用に関して適切な管
理が求められている。植栽管理のほか公演の遊具についても、事故
が起きないように点検業務を実施することが重要である。

効  率  性

上位施策への貢献度

１ 高い

根  拠  法  令

１ 妥当である

１
基
本
項
目

市が所有している都市公園のため

事  務  区　分

総
合
計
画 基本事業名

事  業  期　間

施  策  名

目  標  名
政  策  名

15-２　市街地整備の推進

土木費
都市計画費
都市公園管理費

都市公園、開発広場

34 
93 

目

成
果
指
標

修繕を行った件数 40 
93 

40 

27年度

52 

40 

総合計画実施計画に記載

52 

単位

85.0%
100.0%

総合計画等への記載

26年度

93 93 

1 

適正に管理されている都市公園等数

都市計画課都市公園等維持管理事業
都市公園等維持管理事業
自治事務

計画公園係
0765-23-1030

担
当
部
署

終了年度昭和56年度開始年度 当面継続

課       名
係　   　名
電 話 番 号
会　   　計 一般会計

アウトソーシング導入状況

実績
52 
1 

計画
指　標　名

導入済（協働）

都市公園等を憩いの場として市民が安心、安全に利用できるために、都市公園等（都市公園・開発広場）の維持・管
理、都市公園施設管理（遊具・樹木・芝生・トイレ等）を行う。

実績
28年度

管理が行き届き、清潔で安全に都市公園等を利用できる状態を保つ。

雑草の草刈、樹木の剪定・雪囲い、遊具の点検・保守、施設の補修。

達成率
100.0%
100.0%

意       図
（成果指標）

款
項

3.4%

30,960,295

予
算
科
目

５
取
組
内
容

③地方債
④その他（使用料、雑入等）
⑤一般財源
収入合計

②年間所要時間

２
事
業
概
要

事 業 概 要

対　   　象

３
指
標

　平成27年度に取り組んだ事務事業の内容及び改善内容

基本目標２　安全で快適な暮らしやすいまち
７　魅力ある都市基盤の充実
15　良好な都市の形成

②県支出金

④負担金補助及び交付金

24,655,000

472,000

計画

市が所有している都市公園のため

有  効  性

3
1,380

ＢＢ

目標達成度

類似事業の有無

5,040,000
1,380

１ なし

２ 普通

-3.0% 37,924,000

評価項目 評価の理由

開発広場については地元にも協力してもらいたいため

5,040,000

①事務事業に携わる正規職員数

38,122,462

3

③人件費（②×＠

２ 検討の余地あり

評価結果

他の課では同様の事業がないため

5,796,0005,796,000円）（Ｂ）4,200

Ｂ

225,145
70,000

3,500,000

①国庫支出金
支出合計（Ａ）

1,500,000
70,000

824,000
32,773,000

-1.2%

⑤その他

5,796,000

苦情・要望には迅速に対応できており達成度は高い

１ 妥当である

支
出
内
訳

③工事請負費

32,326,462

除草回数（延べ回数）
遊具の点検回数 1 1 

活
動
指
標

52 

24,641,048
4,592,829

2,800,440
67,000

区　　分
予算現額

26年度
決算額

①需用費
②委託料

単位

33,597,000

4,900,000

44 

コスト効率

負担割合の適正化

計画
52 
1 

28年度
当初予算額
4,847,000

26,000,000

27年度
予算現額 決算額

46.7%

-1.4%

決算増減率

1,717,200

93 

31,859,000
32,685,000

適正な維持管理は、良好な都市の形成、美しい景観づくりに貢
献している

２ 普通 最小限の予算で実施しているため

１ 適正である

39,393,000

0.0%

-13.0%

評
価
結
果

不要管理運営の進め方・内容について改善の余地あり ２次評価 　

市が所有している都市公園のため

市が所有している都市公園のため

Ｂ 実施主体の適正化

１ 適正である

826,000

1,200

467,000
32,884,000

3
32,884,000



平成 年度実績に関する事務事業評価表

① 園
②
③
① ％
②
③

円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
人

時間
円
円

入力シート№ 7

27

270,000

75,000

105,000

180,000

70,079 83.7%

13,360
83,439 115.5%

1,440,000

83,439180,000
4

300

目的の妥当性

対象の妥当性

0.0%
4

1,343,439

300

里親として登録された団体や市民へ、公園を管理するために必要となる消耗品等の支給を行なった。
新規に公園里親制度に加入していただくように啓発活動を行なった。

財
源
内
訳

妥　当　性

自治体関与の妥当性

Ａ

人
件
費

38,710
38,710

総　費　用（Ａ＋Ｂ）

事 務 事 業 名
予 算 事 業 名

ソフト事業

４
コ
ス
ト
情
報

手       段
（活動指標）

６
評
価

Ａ Ａ

評価の視点 Ｈ27評価Ｈ26評価

１次評価
（課長総括）

Ａ

評
価
結
果

(

課
題
及
び
今

後
の
方
針

)

公園の維持管理のための道具購入等、必要最低限の費用で地元組織
や個人による公園管理を実施している。今後、それぞれの地域にあ
る公園がどうなれば地元で愛着のあるものになるかを検討し、地元
と協働しながら管理を図らなければならない。当面は、市広報や
ホームページで公園里親制度を掲載し、制度を希望される地域の住
民との協議を行なう。

効  率  性

上位施策への貢献度

３ 低い・未実施

根  拠  法  令

１ 妥当である

１
基
本
項
目

都市公園等を美化・保全することによって、美しい住みよい環
境づくりを推進できるため

事  務  区　分

総
合
計
画 基本事業名

事  業  期　間

施  策  名

目  標  名
政  策  名

15-３　美しい都市景観づくりの推進

土木費
都市計画費
都市公園管理費

都市公園、開発広場等

25 

目

成
果
指
標

30 

27年度

25 

総合計画に主要事業として記載

25 

単位

83.3%

総合計画等への記載

26年度

25 30 都市公園及び開発広場の里親率

都市計画課公園里親制度事業
公園里親制度事業
自治事務

計画公園係
0765-23-1030

担
当
部
署

終了年度平成19年度開始年度 当面継続

課       名
係　   　名
電 話 番 号
会　   　計 一般会計

アウトソーシング導入状況

実績
23 

計画
指　標　名

導入済（協働）

市が管理する都市公園、その他の公園及び緑地等の美化及び保全のため、市民が公園等の里親となってボランティア活
動を実施することにより、環境美化等に対する市民意識の高揚を図り、市民、事業者及び市が一体となって美しく住み
よいまちづくりを推進することを目的とする。

実績
28年度

市が管理する都市公園等に親しみを持ってもらい、環境美化等に対する市民意識の高揚を図り、市民等と市が一体と
なって美しく住みよいまちづくりを推進する。

里親として登録された団体や市民へ、公園を管理するために必要となる消耗品等の支給を行なう。
新規に公園里親制度に加入していただくように啓発活動を行なう。

達成率
92.0%

意       図
（成果指標）

款
項

83,439

予
算
科
目

５
取
組
内
容

③地方債
④その他（使用料、雑入等）
⑤一般財源
収入合計

②年間所要時間

２
事
業
概
要

事 業 概 要

対　   　象

３
指
標

　平成27年度に取り組んだ事務事業の内容及び改善内容

基本目標２　安全で快適な暮らしやすいまち
７　魅力ある都市基盤の充実
15　良好な都市の形成

②県支出金

④負担金補助及び交付金
75,000

計画

市民協働により、美しく住みよいまちづくりを推進するため

有  効  性

4
300

ＢＢ

目標達成度

類似事業の有無

1,260,000
300

１ なし

２ 普通

3.4% 1,530,000

評価項目 評価の理由

市が所有する都市公園等のため

1,260,000

①事務事業に携わる正規職員数

1,298,710

4

③人件費（②×＠

１ 妥当である

評価結果

他の課では同様の事業がないため

1,260,0001,260,000円）（Ｂ）4,200

Ａ

560

①国庫支出金
支出合計（Ａ）

180,000
115.5%

⑤その他

1,260,000

新規に登録された公園がないため

１ 妥当である

支
出
内
訳

③工事請負費

38,710

里親がいる公園活
動
指
標

23 

38,150

区　　分
予算現額

26年度
決算額

①需用費
②委託料

単位

180,000

105,000

コスト効率

負担割合の適正化

計画
25 

28年度
当初予算額

95,000

27年度
予算現額 決算額

2285.7%

115.5%

決算増減率

30 

180,000
180,000

まちづくりに都市公園等は不可欠なため

１ 高い 最小限の予算で実施しているため

１ 適正である

1,440,000

0.0%

0.0%

評
価
結
果

不要計画どおり事業を実施することが適当 ２次評価 　

この制度に合った団体（個人）のため

ボランティア活動のため

Ａ 実施主体の適正化

１ 適正である

300

175,000
270,000

4
270,000



平成 年度実績に関する事務事業評価表

① 回
② 回
③ 回
① 件
② ％
③

円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
人

時間
円
円

入力シート№ 8

27

27,089,000

-90.7%

108,000

6,543,000
3,400,000

590,000

10,641,000

3,396,700
2,949,625 -51.5%

96,337
6,742,362 -46.8%

14,001,000

6,742,36214,694,140
3

800

目的の妥当性

対象の妥当性

-12.5%
3

9,682,362

700

清掃、エレベーター点検、蛍光灯の交換、樹木の剪定を実施

財
源
内
訳

妥　当　性

自治体関与の妥当性

Ａ

人
件
費

12,682,623
12,682,623

総　費　用（Ａ＋Ｂ）

事 務 事 業 名
予 算 事 業 名

施設管理

４
コ
ス
ト
情
報

手       段
（活動指標）

６
評
価

Ａ Ａ

評価の視点 Ｈ27評価Ｈ26評価

１次評価
（課長総括）

Ｂ

評
価
結
果

(

課
題
及
び
今

後
の
方
針

)

魚津駅は市の玄関口であり、適切な維持管理は不可欠である。
駅前の融雪装置は水道水を使用しており、積雪量に応じて費用が高
くなる現状である。

効  率  性

上位施策への貢献度

１ 高い

根  拠  法  令

１ 妥当である

100 

１
基
本
項
目

市が所有する広場のため

事  務  区　分

総
合
計
画 基本事業名

事  業  期　間

施  策  名

目  標  名
政  策  名

15-３　美しい都市景観づくりの推進

土木費
都市計画費
駅前広場管理費

魚津駅前広場及び魚津駅周辺公共施設（駅前・駅西広場、地下道、水飲み場など）

36 
8 

目

成
果
指
標

うまい水清掃回数

修繕処理率

36 
5 

36 

27年度

12 

100.0%

36 

総合計画に主要事業として記載

12 

単位

100 

100.0%
160.0%

100 

総合計画等への記載

26年度

7 5 

2 

100 
修繕工事件数

都市計画課駅前広場等維持管理事業
駅前広場等維持管理事業
自治事務

計画公園係
0765-23-1030

担
当
部
署

終了年度昭和47年度開始年度 当面継続

課       名
係　   　名
電 話 番 号
会　   　計 一般会計

アウトソーシング導入状況

実績
12 
0 

計画
指　標　名

導入予定なし

魚津駅前・駅西広場等を清潔で安全で良好な環境が維持されるよう適正な維持管理業務を行う。

実績
28年度

市の玄関口である魚津駅周辺が、清潔で安全な環境として良好に保たれている。

清掃、エレベーター点検、蛍光灯の交換、樹木の剪定

達成率
100.0%

0.0%

意       図
（成果指標）

款
項

3.1%

6,742,362

予
算
科
目

５
取
組
内
容

③地方債
④その他（使用料、雑入等）
⑤一般財源
収入合計

②年間所要時間

２
事
業
概
要

事 業 概 要

対　   　象

３
指
標

　平成27年度に取り組んだ事務事業の内容及び改善内容

基本目標２　安全で快適な暮らしやすいまち
７　魅力ある都市基盤の充実
15　良好な都市の形成

②県支出金

④負担金補助及び交付金

3,366,000

108,000

計画

市が所有する広場のため

有  効  性

3
800

ＡＡ

目標達成度

類似事業の有無

2,940,000
800

１ なし

１ 高い

-39.6% 30,029,000

評価項目 評価の理由

市が所有する広場のため

2,940,000

①事務事業に携わる正規職員数

16,042,623

3

③人件費（②×＠

１ 妥当である

評価結果

他の課では同様の事業がないため

3,360,0003,360,000円）（Ｂ）4,200

Ａ

95,053

3,745,000

①国庫支出金
支出合計（Ａ）

17,000,000

14,694,140
-46.8%

⑤その他

3,360,000

苦情・要望には迅速に対応できており達成度は高い

１ 妥当である

支
出
内
訳

③工事請負費

12,682,623

エレベーター点検回数
タイル清掃回数 1 2 

活
動
指
標

12 

3,293,847
6,086,123

3,207,600

区　　分
予算現額

26年度
決算額

①需用費
②委託料

単位

14,694,140

7,475,140

36 

コスト効率

負担割合の適正化

計画
12 
2 

28年度
当初予算額
6,539,000
3,442,000

27年度
予算現額 決算額

1.4%

-46.8%

決算増減率

299,700

10 
100 

10,641,000
10,641,000

適正な維持管理は、良好な都市の形成、美しい景観づくりに貢
献している

２ 普通 最小限の予算で実施しているため

１ 適正である

18,054,140

0.0%

-12.5%

評
価
結
果

不要現行どおり管理運営を行うことが適当 ２次評価 　

市が所有する広場のため

市が所有する広場のため

Ｂ 実施主体の適正化

１ 適正である

700

108,000
27,089,000

3
27,089,000



平成 年度実績に関する事務事業評価表

① 路線
②
③
① ％
②
③

円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
人

時間
円
円

入力シート№ 10

27

0 0

3,108,000

00
2

740

目的の妥当性

対象の妥当性

-75.7%
2

756,000

180

・未着手計画道路のこれまでの経過等の確認
・都市計画道路見直しの考え方の整理
・都市計画道路馬出町友道線について、地元説明会を行った。

財
源
内
訳

妥　当　性

自治体関与の妥当性

Ｂ

人
件
費

0

総　費　用（Ａ＋Ｂ）

事 務 事 業 名
予 算 事 業 名

内部管理

４
コ
ス
ト
情
報

手       段
（活動指標）

６
評
価

Ｂ Ｂ

評価の視点 Ｈ27評価Ｈ26評価

１次評価
（課長総括）

Ａ

評
価
結
果

(

課
題
及
び
今

後
の
方
針

)

平成17年度に県で都市計画道路見直し基本的指針が打ち出され、当
市においても見直し素案等の検討するにあたり、関係する住民の意
向調査などが重要である。

効  率  性

上位施策への貢献度

３ 低い・未実施

根  拠  法  令

２ 検討の余地あり

１
基
本
項
目

長年に渡り未着手となっているため

事  務  区　分

総
合
計
画 基本事業名

事  業  期　間

施  策  名

目  標  名
政  策  名

16-１　幹線道路の整備

未着手の都市計画道路

― 

目

成
果
指
標

25 

27年度

1 

総合計画に主要事業として記載

1 

単位

総合計画等への記載

26年度

― 25 「見直し率」見直し完了路線数/見直し計画路線数

都市計画課都市計画道路見直し事務
なし
自治事務

計画公園係
0765-23-1030

担
当
部
署

終了年度平成17年度開始年度 当面継続

課       名
係　   　名
電 話 番 号
会　   　計 予算なし

アウトソーシング導入状況

実績
1 

計画
指　標　名

導入予定なし

都市計画道路は将来の都市像を誘導し、円滑な都市交通と良好な都市環境を形成するために整備される都市施設のひとつである。その整備
を効率的に進めるため、都市計画道路の計画区域内での建築行為等の土地利用には、都市計画法により一定の制限が課せられている。魚津
市内の都市計画道路は、そのほとんどが計画の決定から４０年以上経過しており、全体の約５％が長期未着手路線となっていることから、
その見直し（計画路線廃止や代替路線振替えなど）を検討しなければならない。

実績
28年度

・不要な計画道路が廃止される。
・着手が困難な計画道路の代替路線が位置づけられる。

・未着手計画道路のこれまでの経過等の確認
・都市計画道路見直しの考え方の整理

達成率
100.0%

意       図
（成果指標）

款
項

予
算
科
目

５
取
組
内
容

③地方債
④その他（使用料、雑入等）
⑤一般財源
収入合計

②年間所要時間

２
事
業
概
要

事 業 概 要

対　   　象

３
指
標

　平成27年度に取り組んだ事務事業の内容及び改善内容

基本目標２　安全で快適な暮らしやすいまち
７　魅力ある都市基盤の充実
16　快適な道路機能の強化

②県支出金

④負担金補助及び交付金

計画

快適な道路機能の強化のために必要である

有  効  性

2
740

ＢＢ

目標達成度

類似事業の有無

756,000
740

１ なし

１ 高い

-75.7% 756,000

評価項目 評価の理由

都市計画法に定められているため

756,000

①事務事業に携わる正規職員数

3,108,000

2

③人件費（②×＠

１ 妥当である

評価結果

他の課等で実施してないため

3,108,0003,108,000円）（Ｂ）4,200

Ｂ

①国庫支出金
支出合計（Ａ）
⑤その他

3,108,000

進捗してないため

１ 妥当である

支
出
内
訳

③工事請負費

0

都市計画道路見直し路線数活
動
指
標

1 

区　　分
予算現額

26年度
決算額

①需用費
②委託料

単位

0

コスト効率

負担割合の適正化

計画
1 

28年度
当初予算額

27年度
予算現額 決算額 決算増減率

25 

0

安全で快適な暮らしやすいまちにするため

１ 高い 予算なしで実施しているため

１ 適正である

3,108,000

0.0%

-75.7%

評
価
結
果

不要事業の進め方・内容について改善の余地あり ２次評価 　

都市計画法に基づいた事業であるため

都市計画法に基づいた事業であるため

Ａ 実施主体の適正化

１ 適正である

180

0

2
0



平成 年度実績に関する事務事業評価表

① 人
② 件
③
① 件
② 件
③

円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
人

時間
円
円

入力シート№ 11

27

3,995,000

147,000
3,000,000

3,147,000

600,000
129,000
729,000

-66.7%

-59.5%

3,651,000

729,0003,000,000
4

120

目的の妥当性

対象の妥当性

1566.7%
2

9,129,000

2,000

・H27年9月に魚津市空家等対策の推進に関する条例を制定し、市民や個人の義務を明確にした。
・市広報やホームページに空き家対策支援事業を掲載し、物件所有者への再利用を啓発する。
・危険老朽空家に対する解体補助を行った。

財
源
内
訳

妥　当　性

自治体関与の妥当性

Ａ

人
件
費

1,800,000
1,800,000

総　費　用（Ａ＋Ｂ）

事 務 事 業 名
予 算 事 業 名

補助金

４
コ
ス
ト
情
報

手       段
（活動指標）

６
評
価

Ｂ Ｂ

評価の視点 Ｈ27評価Ｈ26評価

１次評価
（課長総括）

Ｂ

評
価
結
果

(

課
題
及
び
今

後
の
方
針

)

管理されておらず周囲に悪影響を与えている空家について、対応に苦慮してい
るのが現状である。平成27年度中に魚津市空家等対策の推進に関する条例を制
定し、市や個人の責務を明確とした。
危険老朽空家の解体補助について、従来は対象を用途区域内に限っていたが、
平成28年度より市内全域を対象とした。また、利用の少なかった魚津市空き家
再利用促進事業補助金を平成27年度をもって廃止し、平成28年度より魚津市空
家取得支援補助金を新設した。

効  率  性

上位施策への貢献度

２ 目標どおり

根  拠  法  令

１ 妥当である

5 

１
基
本
項
目

条例により、市民の役割と市の責務を定めている。

事  務  区　分

総
合
計
画 基本事業名

事  業  期　間

施  策  名

目  標  名
政  策  名

17-１　定住対策の充実

土木費
住宅費
住宅管理費

用途地域内に存在する居住用空家

2 

目

成
果
指
標

空家・空地情報バンクを活用し、契約が成立した件数

10 

27年度

20 

80.0%

総合計画実施計画に記載

10 

単位

4 
20.0%

5 

総合計画等への記載

26年度

6 10 

5 

3 
危険老朽空家の解体補助件数

都市計画課空家対策支援事業
空家対策支援事業
自治事務

区画整理係
0765-23-1026

担
当
部
署

終了年度平成24年度開始年度 当面継続

課       名
係　   　名
電 話 番 号
会　   　計 一般会計

アウトソーシング導入状況

実績
56 
8 

計画
指　標　名

導入予定なし

核家族が進み、ひとり暮らしの高齢者が増えたこと等により、市内に空家が増えている。
再利用できる空家を活用する際や、近隣に迷惑のかかる恐れのある危険老朽空家の解体工事に補助をすることにより、
空家が増えないよう対策をするもの。

実績
28年度

居住用空家を再利用することで人口が増え、地域に活気が生まれる。また、老朽した居住用空き家を解体することで土
地の再利用が見込まれ、まちなかの狭小宅地で困っている隣接世帯が土地購入をすれば適正な宅地として解決できる。

・市広報やホームページに空家対策支援事業を掲載し、物件所有者への再利用を啓発する。
・市民から問合せのある家屋調査を行ない、危険老朽空家の要件を満たせば解体補助をする。

達成率
280.0%
160.0%

意       図
（成果指標）

款
項

729,000

予
算
科
目

５
取
組
内
容

③地方債
④その他（使用料、雑入等）
⑤一般財源
収入合計

②年間所要時間

２
事
業
概
要

事 業 概 要

対　   　象

３
指
標

　平成27年度に取り組んだ事務事業の内容及び改善内容

基本目標２　安全で快適な暮らしやすいまち
７　魅力ある都市基盤の充実
17　住宅対策の推進

②県支出金

④負担金補助及び交付金

計画

市民の生活環境を保全するため

有  効  性

2
120

ＣＢ

目標達成度

類似事業の有無

8,400,000
120

３ あり

１ 高い

296.2% 12,395,000

評価項目 評価の理由

空家等対策の推進に関する特別措置法に定められているため

8,400,000

①事務事業に携わる正規職員数

2,304,000

2

③人件費（②×＠

１ 妥当である

評価結果

環境基本計画にも、空家対策が定められている

504,000504,000円）（Ｂ）4,200

Ａ

3,000,000

①国庫支出金
支出合計（Ａ）

3,825,000

3,000,000
-59.5%

⑤その他

504,000

空家等対策の推進に関する条例を制定し、空家等対策計画を定
めたため

１ 妥当である

支
出
内
訳

③工事請負費

1,800,000

空家等に関する相談苦情受付件数

空家・空地情報バンクのへの登録者数 4 5 

活
動
指
標

8 

1,800,000

区　　分
予算現額

26年度
決算額

①需用費
②委託料

単位

3,000,000

コスト効率

負担割合の適正化

計画
60 
10 

28年度
当初予算額

27年度
予算現額 決算額

-59.5%

決算増減率

10 
5 

3,147,000
3,147,000

住宅対策の推進に必要である

２ 普通
本来は所有者が解体することが原則であるが、周囲に迷惑がか
かっているために市が補助を行っている。

１ 適正である

3,504,000

100.0%

1566.7%

評
価
結
果

不要補助率及び上限額について見直す余地あり ２次評価 　

同上

本来は所有者が解体することが原則であるため、適正な割合で
あると思われる。

Ｂ 実施主体の適正化

１ 適正である

2,000

170,000
3,995,000

4
3,995,000



平成 年度実績に関する事務事業評価表

① 件
② 千円
③
① ㎥
② ％
③

円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
人

時間
円
円

入力シート№ 12

27

1,500,000

2,000,000

2,000,000

1,400,000

1,400,000

40.0%

40.0%

3,008,000

1,400,0003,360,000
2

240

目的の妥当性

対象の妥当性

0.0%
2

2,408,000

240

・市広報において制度の案内を行った。（4回/年）
・申請者への事業認定、交付決定及び額の確定を行った。
・現地においてうおづの木利用箇所の確認を行った。

財
源
内
訳

妥　当　性

自治体関与の妥当性

Ａ

人
件
費

1,000,000
1,000,000

総　費　用（Ａ＋Ｂ）

事 務 事 業 名
予 算 事 業 名

補助金

４
コ
ス
ト
情
報

手       段
（活動指標）

６
評
価

Ａ Ａ

評価の視点 Ｈ27評価Ｈ26評価

１次評価
（課長総括）

Ａ

評
価
結
果

(

課
題
及
び
今

後
の
方
針

)

魚津市産木材を使用し住宅建設を行なう場合に助成するうおづの木
利用促進事業は、住宅の観点を主政策として平成17年から始めてお
り、平成23年度には助成内容の見直しで助成金を底上げし、事業の
活性化を図ったところ利用増となっていたが、平成27年度の利用率
が横ばい状況であり、住宅建設が落ち着いたことも起因していると
思われる。

効  率  性

上位施策への貢献度

３ 低い・未実施

根  拠  法  令

１ 妥当である

10 

１
基
本
項
目

他に対象はないから

事  務  区　分

総
合
計
画 基本事業名

事  業  期　間

施  策  名

目  標  名
政  策  名

５-３　地場産材の需要拡大

土木費
住宅費
住宅管理費

地場産材を５ｍ3以上利用する戸建て木造住宅及び付属建物を建築する者

93 

目

成
果
指
標

利用率（申請件数/着工戸数）
360 

27年度

7 

50.0%

総合計画に主要事業として記載

14 

単位

5 
50.3%

12 

なし 総合計画等への記載

26年度

53 185 

2,000 

4 
魚津市産木材の利用量

都市計画課うおづの木利用促進事業
うおづの木利用促進事業
自治事務

建築住宅係
0765-23-1031

担
当
部
署

終了年度平成17年度開始年度 当面継続

課       名
係　   　名
電 話 番 号
会　   　計 一般会計

アウトソーシング導入状況

実績
5 

1,400 

計画
指　標　名

導入予定なし

魚津市産木材を利用した住宅を建築することで、地場産材の木材利用促進及び関連産業の活性化と、良質な木造住宅の
建設推進を目的とし、魚津市産木材を一定以上利用する戸建て住宅を建築（新築、増築又は改修）する方へ補助金を交
付する事業。

実績
28年度

・魚津市産木材の利用量の増加
・魚津市産木材を利用した住宅の増加

・事業認定申請の受付、審査及び認定
・補助金交付申請、実績報告の受付、現場確認及び補助金交付

達成率
71.4%
70.0%

意       図
（成果指標）

款
項

1,400,000

予
算
科
目

５
取
組
内
容

③地方債
④その他（使用料、雑入等）
⑤一般財源
収入合計

②年間所要時間

２
事
業
概
要

事 業 概 要

対　   　象

３
指
標

　平成27年度に取り組んだ事務事業の内容及び改善内容

基本目標１　にぎわい、活力あるまち
３　地域の特性を活かした農林水産業の振興
５　林業の振興

②県支出金

④負担金補助及び交付金

計画

地域産業の振興に貢献しているから

有  効  性

2
140

ＢＢ

目標達成度

類似事業の有無

1,008,000
240

１ なし

１ 高い

19.9% 2,508,000

評価項目 評価の理由

地域産材の需要拡大に貢献しているから

1,008,000

①事務事業に携わる正規職員数

2,008,000

2

③人件費（②×＠

１ 妥当である

評価結果

域産材の需要拡大に貢献する事業は他にないから

1,008,000588,000円）（Ｂ）4,200

Ａ

3,360,000

①国庫支出金
支出合計（Ａ）

1,500,000

3,360,000
40.0%

⑤その他

1,008,000

利用率が低いから

１ 妥当である

支
出
内
訳

③工事請負費

1,000,000

申請件数
補助金総額 1,000 3,360 

活
動
指
標

4 

1,000,000

区　　分
予算現額

26年度
決算額

①需用費
②委託料

単位

3,360,000

コスト効率

負担割合の適正化

計画
5 

1,500 

28年度
当初予算額

27年度
予算現額 決算額

40.0%

決算増減率

140 
8 

2,000,000
2,000,000

地域産業の振興に貢献しているから

１ 高い 適当だと思われるから

１ 適正である

3,948,000

0.0%

0.0%

評
価
結
果

不要現行どおり補助することが適当 ２次評価 　

他に実施主体となり得る団体はないから

補助額として適当と思われるから

Ａ 実施主体の適正化

１ 適正である

240

1,500,000

2
1,500,000



平成 年度実績に関する事務事業評価表

① 回
②
③
① 件
②
③

円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
人

時間
円
円

入力シート№ 13

27

300,000

300,000

300,000

300,000

300,000 0.0%

972,000

300,000300,000
2

160

目的の妥当性

対象の妥当性

0.0%
2

972,000

160

○月に１回の指定場所及び日時で、市民が無料でできる住宅相談所を開設した。
○魚津産業フェアにおいて住宅相談所を出店した。
○「大工さんに会う日」を開催した。

財
源
内
訳

妥　当　性

自治体関与の妥当性

Ａ

人
件
費

300,000
300,000

総　費　用（Ａ＋Ｂ）

事 務 事 業 名
予 算 事 業 名

ソフト事業

４
コ
ス
ト
情
報

手       段
（活動指標）

６
評
価

Ｂ Ｂ

評価の視点 Ｈ27評価Ｈ26評価

１次評価
（課長総括）

Ｂ

評
価
結
果

(

課
題
及
び
今

後
の
方
針

)

市民への身近な住宅相談業務であり、もっと利用件数が増えるよう
に市民への周知に努める。
耐震化の推進、アスベスト対策、住宅の延命化など市民相談の窓口
業務として重要な事業である。

効  率  性

上位施策への貢献度

３ 低い・未実施

根  拠  法  令

１ 妥当である

１
基
本
項
目

定住の大きな要素である住居の改修に係ることであるため。

事  務  区　分

総
合
計
画 基本事業名

事  業  期　間

施  策  名

目  標  名
政  策  名

17-１　定住対策の充実

土木費
住宅費
住宅管理費

市民。

8 

目

成
果
指
標

20 

27年度

14 

総合計画に主要事業として記載

14 

単位

40.0%

なし 総合計画等への記載

26年度

6 20 年間利用件数

都市計画課住宅関連情報提供事業
住宅関連情報提供事業
自治事務

建築住宅係
0765-23-1031

担
当
部
署

終了年度平成2年開始年度 当面継続

課       名
係　   　名
電 話 番 号
会　   　計 一般会計

アウトソーシング導入状況

実績
14 

計画
指　標　名

導入済（業務委託）

市民に対し、住宅の新築･増改築や耐震診断･耐震改修を含めた専門的な技術相談。また､悪質リフォームに係るトラブ
ルに関する相談へのきめ細かな情報提供が可能となるよう関係団体と連携しており､その相談業務を行う魚津市地域住
宅相談所に対する補助事業。

実績
28年度

・相談することで市民の、住宅の維持管理や増改築に関する疑問･不安を解消できる。
・悪質リフォーム業者等による増改築を防止できる。

主として、月に１回であるが魚津市地域建築組合で住宅相談所を開設し市民から住宅の相談を受け付けている。
また、魚津産業フェアで相談所を出店し活動を行っている。

達成率
100.0%

意       図
（成果指標）

款
項

0.0%

300,000

予
算
科
目

５
取
組
内
容

③地方債
④その他（使用料、雑入等）
⑤一般財源
収入合計

②年間所要時間

２
事
業
概
要

事 業 概 要

対　   　象

３
指
標

　平成27年度に取り組んだ事務事業の内容及び改善内容

基本目標２　安全で快適な暮らしやすいまち
２　戦略的行政経営システムの確立
17　住宅対策の推進

②県支出金

④負担金補助及び交付金

300,000

計画

定住者を悪質な業者から守り、安心して相談できる窓口である
ため。

有  効  性

2
180

ＢＢ

目標達成度

類似事業の有無

672,000
160

１ なし

２ 普通

0.0% 972,000

評価項目 評価の理由

定住の大きな要素である住居の改修に係ることであるため。

672,000

①事務事業に携わる正規職員数

972,000

2

③人件費（②×＠

１ 妥当である

評価結果

地元業者によるものであるから。

672,000756,000円）（Ｂ）4,200

Ａ

①国庫支出金
支出合計（Ａ）

300,000
0.0%

⑤その他

672,000

継続して毎月相談窓口を設けているが、利用件数が少ないた
め。

１ 妥当である

支
出
内
訳

③工事請負費

300,000

相談会の開催回数活
動
指
標

14 

300,000

区　　分
予算現額

26年度
決算額

①需用費
②委託料

単位

300,000

コスト効率

負担割合の適正化

計画
14 

28年度
当初予算額

300,000

27年度
予算現額 決算額

0.0%

決算増減率

20 

300,000
300,000

定住促進に関する者であるため。

２ 普通 相談会への対応であり、需要の把握や操作は困難なため。

１ 適正である

1,056,000

0.0%

0.0%

評
価
結
果

不要事業の進め方・内容について改善の余地あり ２次評価 　

定住者への支援であるから。

適切な補助額だと思われるから。

Ｂ 実施主体の適正化

１ 適正である

160

300,000

2
300,000



平成 年度実績に関する事務事業評価表

① 件
②
③
① 千円
②
③

円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
人

時間
円
円

入力シート№ 14

27

300,000

300,000

1,200,000

1,200,000

600,000

600,000

1,872,000

600,0001,200,000
2

40

目的の妥当性

対象の妥当性

300.0%
2

1,272,000

160

・市広報において制度の案内を行った。（４回/年）
・申請者への交付決定及び額の確定を行った。
・現地にて改修箇所の確認を行った。
・改正要綱を４月より施行した。

財
源
内
訳

妥　当　性

自治体関与の妥当性

Ａ

人
件
費

―
0

総　費　用（Ａ＋Ｂ）

事 務 事 業 名
予 算 事 業 名

補助金

４
コ
ス
ト
情
報

手       段
（活動指標）

６
評
価

Ｂ Ｂ

評価の視点 Ｈ27評価Ｈ26評価

１次評価
（課長総括）

Ｂ

評
価
結
果

(

課
題
及
び
今

後
の
方
針

)

平成17年度から開始した助成事業であるが、実際の工事費は相当な
自己資金が必要なことや、昭和56年6月以前の木造住宅が対象であ
ることから制度利用よりも新築する方向に傾いていると思われる。
今後も、耐震性の重要性など市広報やホームページでPR活動を行な
い関係機関と連携しながら、更なる促進に努める。

効  率  性

上位施策への貢献度

３ 低い・未実施

根  拠  法  令

１ 妥当である

１
基
本
項
目

他に対象がないから

事  務  区　分

総
合
計
画 基本事業名

事  業  期　間

施  策  名

目  標  名
政  策  名

11-３　耐震化の推進

土木費
住宅費
住宅管理費

昭和56年5月31日以前に着工した在来軸組工法による一戸建て住宅の所有者が行う耐震改修に要する費用

600 

目

成
果
指
標

1,200 

27年度

2 

総合計画に主要事業として記載

2 

単位

50.0%

なし 総合計画等への記載

26年度

― 1,200 補助金の交付実績の総額

都市計画課木造住宅耐震改修支援事業
耐震改修促進事業
自治事務

建築住宅係
0765-23-1031

担
当
部
署

終了年度平成17年度開始年度 当面継続

課       名
係　   　名
電 話 番 号
会　   　計 一般会計

アウトソーシング導入状況

実績
1 

計画
指　標　名

導入予定なし

木造住宅の耐震改修を促進するために、魚津市内に存する住宅の所有者が行う木造住宅耐震改修に要する経費に対し
て、市が補助（工事費の限度額90万円の内、2/3を補助し、県がその1/2を市に補助）する事業。

実績
28年度

地震による建物の倒壊の減少

補助対象住宅の耐震改修

達成率
50.0%

意       図
（成果指標）

款
項

300,000

予
算
科
目

５
取
組
内
容

③地方債
④その他（使用料、雑入等）
⑤一般財源
収入合計

②年間所要時間

２
事
業
概
要

事 業 概 要

対　   　象

３
指
標

　平成27年度に取り組んだ事務事業の内容及び改善内容

基本目標２　安全で快適な暮らしやすいまち
６　生命と財産を守る安全・安心な暮らしの確保
11　災害に強いまちの形成

②県支出金

④負担金補助及び交付金

計画

魚津市耐震改修促進計画に基づくものであるから

有  効  性

2
140

ＣＣ

目標達成度

類似事業の有無

672,000
160

１ なし

３ 低い

657.1% 1,272,000

評価項目 評価の理由

県内全市町村統一の事業であるから

672,000

①事務事業に携わる正規職員数

168,000

2

③人件費（②×＠

１ 妥当である

評価結果

住宅に対する耐震化対策は他にないから

672,000588,000円）（Ｂ）4,200

Ａ

1,200,000

600,000
①国庫支出金
支出合計（Ａ）

600,000

600,000

―

⑤その他

168,000

申請が少なかったから

１ 妥当である

支
出
内
訳

③工事請負費

0

補助金交付申請件数活
動
指
標

― 

―

区　　分
予算現額

26年度
決算額

①需用費
②委託料

単位

1,200,000

コスト効率

負担割合の適正化

計画
1 

28年度
当初予算額

300,000

27年度
予算現額 決算額 決算増減率

600 

600,000

600,000

1,200,000

申請がなかったから

３ 低い 実績がないから

１ 適正である

1,788,000

0.0%

300.0%

評
価
結
果

不要補助率及び上限額について見直す余地あり ２次評価 　

他に実施主体となり得る団体はないから

安全安心な地域づくりのために、より利用しやすい制度に改正
する必要あり

Ｂ 実施主体の適正化

２ 改善の余地あり

160

600,000

2
600,000



平成 年度実績に関する事務事業評価表

① 件
② 件
③ 回
① 件
② 件
③ 件

円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
人

時間
円
円

入力シート№ 16

27

15,000

15,000
15,000

0.0%

15,000
15,000 0.0%

2,031,000

15,00015,000
2

480

目的の妥当性

対象の妥当性

0.0%
2

2,031,000

480

・平成27年9月の「屋外広告物適正化旬間」に市職員2名で市内国道８号線沿の屋外広告物のパトロールを実施した。また広報9月号で
違反広告物について掲載し、違反広告物の是正のＰＲを行った。
・ＧＩＳに許可広告、違反広告を入力し、位置を素早く確認できるようにした。

財
源
内
訳

妥　当　性

自治体関与の妥当性

Ａ

人
件
費

15,000

15,000

総　費　用（Ａ＋Ｂ）

15,000

事 務 事 業 名
予 算 事 業 名

ソフト事業

４
コ
ス
ト
情
報

違反広告減少数

手       段
（活動指標）

６
評
価

Ｂ Ｂ

評価の視点 Ｈ27評価Ｈ26評価

１次評価
（課長総括）

Ｂ

評
価
結
果

(

課
題
及
び
今

後
の
方
針

)

県から権限委譲されている事務であり、現状維持が妥当。
平成22年7月に県の屋外広告物条例が改正され基準も従来よりも厳
しくなっており、関係業者等への更なる周知及び指導を行なうこと
や、担当職員も知識の取得のために研修をすることが必要である。
また、従来から違反している看板等を設置した施工者に撤去しても
らう行動が必要。

効  率  性

上位施策への貢献度

２ 目標どおり

根  拠  法  令

１ 妥当である

42 

１
基
本
項
目

対象しかないから

3 300.0%

事  務  区　分

総
合
計
画 基本事業名

事  業  期　間

施  策  名

目  標  名
政  策  名

15-３　美しい都市景観づくりの推進

土木費
住宅費
住宅管理費

・屋外広告物（広告物又は広告物を掲出する物件）を設置しようとする人　・市内の事業所　・市民

1 
73 

目

成
果
指
標 1 

違反パトロール件数

違反広告件数

2 
45 

2 

27年度

45 

95.2%

2 

総合計画に主要事業として記載

45 

単位

40 

50.0%
162.2%

43 

屋外広告物法、富山県屋外広告物条例 総合計画等への記載

26年度

62 45 

37 

43 
許可件数

都市計画課屋外広告物許可及び啓発事業
住宅一般管理費
自治事務

建築住宅係
0765-23-1031

担
当
部
署

終了年度昭和27年度開始年度 当面継続

課       名
係　   　名
電 話 番 号
会　   　計 一般会計

アウトソーシング導入状況

実績
80 
58 

計画
指　標　名

導入予定なし

屋外広告物法（昭和24年法律第189号）の規定に基づき、①良好な景観を形成し、又は風致を維持すること、②公衆に
対する危害を防止することの２つの目的から屋外広告物の規制を行う。

実績
28年度

・屋外広告物の設置を適法に行わせる。
・市民の屋外広告物への理解を深め、景観や街づくりに対する意識を高める。
・違反広告物や違反広告業者を減少させる。

・広報やホームページに掲載し、市内全世帯への周知を図る。
・更新の案内を送付。　　　　・違反広告物の確認及び除去依頼。

達成率
177.8%
156.8%

意       図
（成果指標）

款
項

予
算
科
目

５
取
組
内
容

③地方債
④その他（使用料、雑入等）
⑤一般財源
収入合計

②年間所要時間

２
事
業
概
要

事 業 概 要

対　   　象

３
指
標

　平成27年度に取り組んだ事務事業の内容及び改善内容

基本目標２　安全で快適な暮らしやすいまち
７　魅力ある都市基盤の充実
15　良好な都市の形成

②県支出金

④負担金補助及び交付金
15,000

計画

すみよい街をつくるためには必要なことだから

有  効  性

2
500

ＣＣ

目標達成度

類似事業の有無

2,016,000
480

１ なし

３ 低い

0.0% 2,031,000

評価項目 評価の理由

民間ではなく自治体が行うべきものだから

2,016,000

①事務事業に携わる正規職員数

2,031,000

2

③人件費（②×＠

１ 妥当である

評価結果

美しい景観を作るための事業は他にはないから

2,016,0002,100,000円）（Ｂ）4,200

Ａ

15,000

①国庫支出金
支出合計（Ａ）

15,000

0.0%

⑤その他

2,016,000

違反物件が計画以上に減っているから

１ 妥当である

支
出
内
訳

③工事請負費

15,000

審査件数
更新案内送付件数 60 37 

活
動
指
標

68 

区　　分
予算現額

26年度
決算額

①需用費
②委託料

単位

15,000

1 

コスト効率

負担割合の適正化

計画
45 
37 

2 

28年度
当初予算額

27年度
予算現額 決算額

0.0%

決算増減率

45 
38 

15,000

なかなか事業が前に進まないから

２ 普通 もともとコストはかかっていないから

１ 適正である

2,115,000

0.0%

0.0%

評
価
結
果

不要事業の進め方・内容について改善の余地あり ２次評価 　

他に主体となるものはないから

他に負担する事業体はないから

Ｂ 実施主体の適正化

１ 適正である

15,000

480

15,000
15,000

2
15,000



平成 年度実績に関する事務事業評価表

① 件
② 千円
③
① 戸
② 戸
③

円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
人

時間
円
円

入力シート№ 18

27

5,000,000

5,000,000

4,850,000

4,850,000

-14.0%

-14.0%

7,016,000

4,850,0005,640,000
2

480

目的の妥当性

対象の妥当性

0.0%
2

6,866,000

480

○住宅を取得する転入世帯に対し、補助金を交付した。
○義務教育終了前世帯に子育て支援加算を交付した。
○補助金交付者にアンケート調査を行った。

財
源
内
訳

妥　当　性

自治体関与の妥当性

Ａ

人
件
費

5,640,000
5,640,000

総　費　用（Ａ＋Ｂ）

事 務 事 業 名
予 算 事 業 名

補助金

４
コ
ス
ト
情
報

手       段
（活動指標）

６
評
価

Ｂ Ｂ

評価の視点 Ｈ27評価Ｈ26評価

１次評価
（課長総括）

Ｂ

評
価
結
果

(

課
題
及
び
今

後
の
方
針

)

転入者を増加させて市内を活性化させる目的で平成24年度から開始
した事務事業であり、引き続き事業のPR等に努め、定住促進を図る
必要がある。

効  率  性

上位施策への貢献度

２ 目標どおり

根  拠  法  令

１ 妥当である

12 

１
基
本
項
目

転入者の取得する住宅に限り行うから。

事  務  区　分

総
合
計
画 基本事業名

事  業  期　間

施  策  名

目  標  名
政  策  名

17-１　定住対策の充実

土木費
住宅費
住宅管理費

市内で住宅を取得する転入者世帯

21 

目

成
果
指
標

子育て加算補助交付数
19 

27年度

19 

91.7%

総合計画に主要事業として記載

19 

単位

11 
110.5%

12 

なし 総合計画等への記載

26年度

22 19 

5,000 

14 
補助金交付申請数(総数)

都市計画課住宅取得支援事業
住宅取得支援事業
自治事務

建築住宅係
0765-23-1031

担
当
部
署

終了年度平成24年度開始年度 当面継続

課       名
係　   　名
電 話 番 号
会　   　計 一般会計

アウトソーシング導入状況

実績
21 

4,850 

計画
指　標　名

導入予定なし

住宅を取得する転入者に対し、住宅取得支援費の一部を助成することにより定住促進を図る。
新築住宅－住宅取得額の2％(上限20万円)補助、中古住宅－住宅取得額の1％(上限10万円)補助、子育て加算－一律10万
円加算

実績
28年度

市内への定住世帯数を増加させ活性化を図る。

住宅を取得する転入者に対し、住宅取得支援費の一部を助成する。

達成率
110.5%
97.0%

意       図
（成果指標）

款
項

4,850,000

予
算
科
目

５
取
組
内
容

③地方債
④その他（使用料、雑入等）
⑤一般財源
収入合計

②年間所要時間

２
事
業
概
要

事 業 概 要

対　   　象

３
指
標

　平成27年度に取り組んだ事務事業の内容及び改善内容

基本目標２　安全で快適な暮らしやすいまち
７　魅力ある都市基盤の充実
17　住宅対策の推進

②県支出金

④負担金補助及び交付金

計画

定住促進の重大な要素であるから。

有  効  性

2
400

ＢＢ

目標達成度

類似事業の有無

2,016,000
480

１ なし

２ 普通

-10.3% 12,016,000

評価項目 評価の理由

定住促進の重大な要素であるから。

2,016,000

①事務事業に携わる正規職員数

7,656,000

2

③人件費（②×＠

１ 妥当である

評価結果

転入者が住宅を取得する場合、というシンプルな条件のため。

2,016,0001,680,000円）（Ｂ）4,200

Ａ

5,640,000

①国庫支出金
支出合計（Ａ）

10,000,000

5,640,000
-14.0%

⑤その他

2,016,000

当初予算に近い申請があったから。

１ 妥当である

支
出
内
訳

③工事請負費

5,640,000

補助金交付申請件数
補助交付金額 5,640 5,000 

活
動
指
標

22 

5,640,000

区　　分
予算現額

26年度
決算額

①需用費
②委託料

単位

5,640,000

コスト効率

負担割合の適正化

計画
23 

10,000 

28年度
当初予算額

27年度
予算現額 決算額

-14.0%

決算増減率

23 
12 

5,000,000
5,000,000

定住促進に関するものであるため。

２ 普通 建築の確認申請により対象者がほぼ把握できるため。

１ 適正である

7,320,000

0.0%

0.0%

評
価
結
果

不要補助率及び上限額について見直す余地あり ２次評価 　

新たな定住者への支援であるから。

適切な補助額だと思われるから。

Ｂ 実施主体の適正化

１ 適正である

5,000,000

480

10,000,000
5,000,000

2
10,000,000



平成 年度実績に関する事務事業評価表

① 件
② 千円
③
① 件
② 千円
③ ％

円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
人

時間
円
円

入力シート№ 19

27

15,300,798

1,653,000

12,470,000
2,000,000

16,123,000

1,966,909
12,448,338

31.6%

36.8%

885,551
15,300,798 31.6%

25,531,000

15,300,79813,489,000
4

2,240

目的の妥当性

対象の妥当性

0.0%
4

24,708,798

2,240

○市営住宅施設の老朽化による修繕･管理委託を予算内で適切に行った。
○家賃の収納･徴収業務を適切に行った。
○耐用年数の過ぎている団地から鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ造の団地への住替えにより維持管理費用の縮減を図った。

財
源
内
訳

妥　当　性

自治体関与の妥当性

Ａ

人
件
費

11,627,160

11,627,160

総　費　用（Ａ＋Ｂ）

16,123,000

事 務 事 業 名
予 算 事 業 名

施設管理

４
コ
ス
ト
情
報

収納率

手       段
（活動指標）

６
評
価

Ｂ Ｂ

評価の視点 Ｈ27評価Ｈ26評価

１次評価
（課長総括）

Ｂ

評
価
結
果

(

課
題
及
び
今

後
の
方
針

)

一部の住宅建物が著しく老朽化し修繕箇所が増加すると共に、居住
者の苦情も増えているので、安全性を最重要視し、老朽した建物の
既存入居者には他の団地に転居していただいている。
住宅使用料は平成20年に策定した住宅使用料滞納整理事務処理要綱
に基づき、収納率の向上及び滞納額の減少を図ると共に、悪質な人
には住宅明け渡しの徹底を図っている。

効  率  性

上位施策への貢献度

２ 目標どおり

根  拠  法  令

１ 妥当である

80,000 

１
基
本
項
目

市営の住宅であるから。

97.07 101.1%

事  務  区　分

総
合
計
画 基本事業名

事  業  期　間

施  策  名

目  標  名
政  策  名

17-２　市営住宅の整備

土木費
住宅費
住宅管理費

市営住宅の入居者､家賃の算定･収納､滞納徴収業務

108 

目

成
果
指
標 96.00 

家賃収入額
97.42 

135 

27年度

135 

101.1%

総合計画に主要事業として記載

135 

単位

80,880 
80.0%

80,000 

公営住宅法、魚津市営住宅条例及び施行規則 総合計画等への記載

26年度

98 135 

83,000 

84,708 
修繕件数

都市計画課市営住宅維持管理事業
市営住宅維持管理費
自治事務

建築住宅係
0765-23-1031

担
当
部
署

終了年度昭和29年開始年度 当面継続

課       名
係　   　名
電 話 番 号
会　   　計 一般会計

アウトソーシング導入状況

実績
108 

83,319 

計画
指　標　名

導入予定なし

市営住宅の入居に関する管理業務及び施設の維持管理業務。
・入居の受付､審査､決定等の事務､家賃の算定､家賃収納､滞納徴収､入居者トラブル苦情処理等の入居に関する管理業
務。
・給水施設･浄化槽の法定検査､除草･樹木剪定､排水管清掃､雨漏り水漏れ修理､設備器具の故障修理､退去後修繕等の施

実績
28年度

・市営住宅を適切かつ公平に管理し､入居者が安全で快適な生活を送れるようにする｡
・市営住宅使用料の滞納を減らす｡

・予算内で施設の修繕･管理委託を行う｡
・適切な催告を行う｡

達成率
80.0%
100.4%

意       図
（成果指標）

款
項

30.4%

予
算
科
目

５
取
組
内
容

③地方債
④その他（使用料、雑入等）
⑤一般財源
収入合計

②年間所要時間

２
事
業
概
要

事 業 概 要

対　   　象

３
指
標

　平成27年度に取り組んだ事務事業の内容及び改善内容

基本目標２　安全で快適な暮らしやすいまち
７　魅力ある都市基盤の充実
17　住宅対策の推進

②県支出金

④負担金補助及び交付金

1,508,327

2,870,673

計画

法による管理・修繕の義務があるから。

有  効  性

4
3,500

ＢＢ

目標達成度

類似事業の有無

8,400,000
2,240

１ なし

２ 普通

17.5% 20,852,000

評価項目 評価の理由

市営の住宅であるから。

9,408,000

①事務事業に携わる正規職員数

21,035,160

4

③人件費（②×＠

１ 妥当である

評価結果

市営住宅に限るものであるから。

9,408,00014,700,000円）（Ｂ）4,200

Ａ

1,019,861

①国庫支出金
支出合計（Ａ）

13,489,000

31.6%

⑤その他

9,408,000

使用可能な状態を維持するための修繕であるから。

１ 妥当である

支
出
内
訳

③工事請負費

11,627,160

年間修繕依頼件数
家賃調定額 86,951 83,000 

活
動
指
標

98 

1,508,327
9,098,972

区　　分
予算現額

26年度
決算額

①需用費
②委託料

単位

13,489,000

9,110,000

96.38 

コスト効率

負担割合の適正化

計画
135 

80,000 

96.40 

28年度
当初予算額
9,112,000
2,300,000

27年度
予算現額 決算額

-13.2%

決算増減率

135 
77,120 

16,123,000

低所得者、障害者、高齢者等の定住支援となっているから。

２ 普通 主に経年劣化による必要な修繕であるから。

１ 適正である

28,189,000

0.0%

0.0%

評
価
結
果

不要管理運営の進め方・内容について改善の余地あり ２次評価 　

市営の住宅であるから。

市営の住宅であるから。

Ｂ 実施主体の適正化

１ 適正である

12,452,000

2,000

1,040,000
12,452,000

4
12,452,000



平成 年度実績に関する事務事業評価表

① 件
② 戸
③
① ％
② ％
③

円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
人

時間
円
円

入力シート№ 20

27

-46.2%

13,141,800

4,676,000

11,370,000

16,046,000

-25.2%

2,968,200
13,141,800 -38.8%

21,086,000

13,141,80024,864,000
3

1,200

目的の妥当性

対象の妥当性

0.0%
3

18,181,800

1,200

・市営住宅吉島団地29号外解体工事
・市営住宅吉島団地35号外解体工事
・市営住宅小川田団地19号外解体工事
・市営住宅用途廃止に伴う移転交渉及び住替え移転補償(9件)

財
源
内
訳

妥　当　性

自治体関与の妥当性

Ａ

人
件
費

3,925,920
17,563,100

21,489,020

総　費　用（Ａ＋Ｂ）

16,046,000

事 務 事 業 名
予 算 事 業 名

施設管理

４
コ
ス
ト
情
報

手       段
（活動指標）

６
評
価

Ａ Ａ

評価の視点 Ｈ27評価Ｈ26評価

１次評価
（課長総括）

Ａ

評
価
結
果

(

課
題
及
び
今

後
の
方
針

)

市営住宅の施設は、必要最小限の整備工事（老朽住宅の解体、付属施設物の交
換、外部改修　外）を行なっている。
耐用年数を超えた市営住宅団地は入居者への安全性に欠けることから、入居者
を別の団地へ転居していただき不在になった時点で住宅を解体除却する。
このため、対象となる既存入居者と十分な協議を行ない、スムーズな退居が出
来るように代替施設の手配等を行なっている。

効  率  性

上位施策への貢献度

２ 目標どおり

根  拠  法  令

１ 妥当である

100 

１
基
本
項
目

市営の住宅であるから

事  務  区　分

総
合
計
画 基本事業名

事  業  期　間

施  策  名

目  標  名
政  策  名

17-２　市営住宅の整備

土木費
住宅費
住宅管理費

市営住宅の施設、設備

0 

目

成
果
指
標

解体実施率（戸）
100 

27年度

1 

176.0%

総合計画に主要事業として記載

1 

単位

176 
0.0%

100 

魚津市営住宅条例　第37条第1項 総合計画等への記載

26年度

100 100 

17 

158 
修繕実施率（件）

都市計画課市営住宅整備事業
市営住宅整備事業
自治事務

建築住宅係
0765-23-1031

担
当
部
署

終了年度昭和27年度開始年度 当面継続

課       名
係　   　名
電 話 番 号
会　   　計 一般会計

アウトソーシング導入状況

実績
0 

30 

計画
指　標　名

導入予定なし

市営住宅施設、共同施設の整備（大規模な修繕、改修、更新及び解体等）

実績
28年度

市営住宅の長寿命化

市営住宅の修繕、老朽化した市営住宅の解体

達成率
0.0%

176.5%

意       図
（成果指標）

款
項

予
算
科
目

５
取
組
内
容

③地方債
④その他（使用料、雑入等）
⑤一般財源
収入合計

②年間所要時間

２
事
業
概
要

事 業 概 要

対　   　象

３
指
標

　平成27年度に取り組んだ事務事業の内容及び改善内容

基本目標２　安全で快適な暮らしやすいまち
７　魅力ある都市基盤の充実
17　住宅対策の推進

②県支出金

④負担金補助及び交付金
4,264,000

計画

適正な管理を行う必要があるから

有  効  性

3
400

ＡＡ

目標達成度

類似事業の有無

4,704,000
1,200

１ なし

１ 高い

-31.5% 22,308,000

評価項目 評価の理由

市営の住宅であるから

5,040,000

①事務事業に携わる正規職員数

26,529,020

2

③人件費（②×＠

１ 妥当である

評価結果

市営住宅に限るものであるから

5,040,0001,680,000円）（Ｂ）4,200

Ａ

2,563,100

20,600,000

①国庫支出金
支出合計（Ａ）

15,600,000

19,264,000
5,600,000

-38.8%

⑤その他

5,040,000

今年度分の目標は達成したから

１ 妥当である

支
出
内
訳

③工事請負費

21,489,020

修繕等団地数
解体戸数 38 24 

活
動
指
標

1 

18,925,920

区　　分
予算現額

26年度
決算額

①需用費
②委託料

単位

24,864,000

コスト効率

負担割合の適正化

計画
1 

12 

28年度
当初予算額

27年度
予算現額 決算額

15.8%

決算増減率

10,173,600

100 
100 

16,046,000

住宅対策を推進しているから

１ 高い 適正だと思われるから

１ 適正である

26,544,000

0.0%

0.0%

評
価
結
果

不要現行どおり管理運営を行うことが適当 ２次評価 　

市営の住宅であるから

市営の住宅であるから

Ａ 実施主体の適正化

１ 適正である

4,500,000
8,104,000

1,120

2,004,000
17,604,000
5,000,000

3
17,604,000



平成 年度実績に関する事務事業評価表

① 戸
② 戸
③
① ％
②
③

円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
人

時間
円
円

入力シート№ 21

27

3,548,000

7,095,000

7,095,000
3,547,000

5,731,000

5,731,000
2,864,000

-5.7%

-5.7%

8,103,000

5,731,0007,095,000
2

240

目的の妥当性

対象の妥当性

0.0%
2

6,739,000

240

「高齢者向け優良賃貸住宅」事業者に対して入居者の家賃負担軽減を図るため、補助金の交付申請を受けた。審査して適正であったの
で補助金を交付した。

財
源
内
訳

3,039,000

妥　当　性

自治体関与の妥当性

Ａ

人
件
費

3,041,400
6,080,400

総　費　用（Ａ＋Ｂ）

事 務 事 業 名
予 算 事 業 名

補助金

４
コ
ス
ト
情
報

手       段
（活動指標）

６
評
価

Ａ Ａ

評価の視点 Ｈ27評価Ｈ26評価

１次評価
（課長総括）

Ａ

評
価
結
果

(

課
題
及
び
今

後
の
方
針

)

国の住宅局で創設された制度に沿って取り組んだ事業であり、高齢
者に配慮した良質な住宅に対して建設補助及び入居者の負担軽減を
図るための家賃補助を実施している。
平成16年度から平成35年度までの20年間の継続事業として、現状維
持が妥当である。

効  率  性

上位施策への貢献度

２ 目標どおり

根  拠  法  令

１ 妥当である

１
基
本
項
目

ニーズを持った高齢者が増加しているから

事  務  区　分

総
合
計
画 基本事業名

事  業  期　間

施  策  名

目  標  名
政  策  名

26-２　高齢者の生活支援サービス充実

土木費
住宅費
住宅管理費

高齢者向け優良賃貸住宅制度の認定事業者

100 

目

成
果
指
標

100 

27年度

36 

総合計画実施計画に記載

36 

単位

100.0%

高齢者の居住の安定確保に関する法律 総合計画等への記載

26年度

100 100 

36 

入居率

都市計画課高齢者向け優良賃貸住宅補助事業
高齢者向け優良賃貸住宅管理事業
自治事務

建築住宅係
0765-23-1031

担
当
部
署

終了年度平成15年度開始年度 平成35年度

課       名
係　   　名
電 話 番 号
会　   　計 一般会計

アウトソーシング導入状況

実績
36 
31 

計画
指　標　名

導入予定なし

「高齢者向け優良賃貸住宅」事業者に対して施設の建設補助及び、入居者の家賃負担軽減を図るため、家賃補助を行
う。

実績
28年度

事業者に対して補助することで、高齢者が安心して低家賃で住める賃貸住宅を供給することが可能となり、高齢者の住
宅事情の改善を図る。

申請書の内容を審査して、適正であれば事業者に補助金を交付する。

達成率
100.0%
86.1%

意       図
（成果指標）

款
項

2,867,000

予
算
科
目

５
取
組
内
容

③地方債
④その他（使用料、雑入等）
⑤一般財源
収入合計

②年間所要時間

２
事
業
概
要

事 業 概 要

対　   　象

３
指
標

　平成27年度に取り組んだ事務事業の内容及び改善内容

基本目標３　健やかで笑顔あふれるまち
９　健康で安心して暮らせる社会の構築
26　豊かな長寿社会の実現

②県支出金

④負担金補助及び交付金

計画

市民のニーズに合っているから

有  効  性

2
180

ＢＢ

目標達成度

類似事業の有無

1,008,000
240

１ なし

２ 普通

-4.9% 8,103,000

評価項目 評価の理由

国や自治体が行うべきものだから

1,008,000

①事務事業に携わる正規職員数

7,088,400

2

③人件費（②×＠

１ 妥当である

評価結果

高齢者に家賃を補助する事業は他にないから

1,008,000756,000円）（Ｂ）4,200

Ａ

7,095,000

①国庫支出金
支出合計（Ａ）

7,095,000

3,548,000
-5.7%

3,547,000

⑤その他

1,008,000

希望している高齢者に補助ができたから

１ 妥当である

支
出
内
訳

③工事請負費

6,080,400

予定供給戸数
補助金申請戸数 34 36 

活
動
指
標

36 

6,080,400

区　　分
予算現額

26年度
決算額

①需用費
②委託料

単位

7,095,000

コスト効率

負担割合の適正化

計画
36 
36 

28年度
当初予算額

27年度
予算現額 決算額

-5.7%

-5.8%

決算増減率

100 

3,548,000
7,095,000

特に貢献はしていないから

１ 高い 無駄なコストはないから

１ 適正である

7,851,000

0.0%

0.0%

評
価
結
果

不要現行どおり補助することが適当 ２次評価 　

他に主体となりえる団体はないから

補助金として適正な割合であるから

Ａ 実施主体の適正化

１ 適正である

240

7,095,000
3,547,000

2
7,095,000



平成 年度実績に関する事務事業評価表

① 回
②
③
① 件
②
③

円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
人

時間
円
円

入力シート№ 25

27

0 0

3,360,000

00
3

目的の妥当性

対象の妥当性

2

5,460,000

1,300

駅周辺整備のため、富山地方鉄道　新魚津駅の移設が必要であり、その為の打ち合わせ協議を行っている。

財
源
内
訳

妥　当　性

自治体関与の妥当性

Ａ

人
件
費

0

総　費　用（Ａ＋Ｂ）

事 務 事 業 名
予 算 事 業 名

ハード事業

４
コ
ス
ト
情
報

手       段
（活動指標）

６
評
価

【選択してください】 Ａ

評価の視点 Ｈ27評価Ｈ26評価

１次評価
（課長総括）

Ａ

評
価
結
果

(

課
題
及
び
今

後
の
方
針

)

　鉄道事業者と、大枠での合意は出来ているが、細部の項目では、
取り決めるべき数も多く合意がなされていない。
　数多くの合意形成をおこなうために、連絡を密にし速やかに事業
を進める必要がある。
　また、事業認可に向けて都市計画決定の変更も速やかに行う必要
がある。

効  率  性

上位施策への貢献度

３ 低い・未実施

根  拠  法  令

１ 妥当である

１
基
本
項
目

対象しかないから

事  務  区　分

総
合
計
画 基本事業名

事  業  期　間

施  策  名

目  標  名
政  策  名

20-4在来線の利便性向上

魚津駅・新魚津駅

1 

目

成
果
指
標

27年度

21 

総合計画実施計画に記載

単位

20.0%

なし 総合計画等への記載

26年度

5 合意事項

都市計画課魚津駅・新魚津駅周辺整備事業
なし
自治事務

計画公園係
0765-23-1030

担
当
部
署

終了年度平成27年度開始年度 当面継続

課       名
係　   　名
電 話 番 号
会　   　計 予算なし

アウトソーシング導入状況

実績
14 

計画
指　標　名

導入予定なし

　北陸新幹線の平成27年３月の金沢までの開業により、人々の移動手段、流動の劇的な変化が予想される。最寄りの新
幹線駅である黒部宇奈月温泉駅に接続する富山地方鉄道線と第三セクター「あいの風とやま鉄道線」との交通結節点で
ある新魚津駅・魚津駅と、その周辺施設及び関連施設の整備により、地域住民及び来訪者の利便性の向上を図る。

実績
28年度

駅および周辺施設の利便性の向上

駅および周辺整備を行う為に鉄道事業各社と打ち合わせ協議を行う。
また街路事業を活用する為に県との打ち合わせ協議を行う。

達成率
66.7%

意       図
（成果指標）

款
項

予
算
科
目

５
取
組
内
容

③地方債
④その他（使用料、雑入等）
⑤一般財源
収入合計

②年間所要時間

２
事
業
概
要

事 業 概 要

対　   　象

３
指
標

　平成27年度に取り組んだ事務事業の内容及び改善内容

基本目標２　安全で快適な暮らしやすいまち
７　魅力ある都市基盤の充実
20　総合交通体系の整備

②県支出金

④負担金補助及び交付金

計画

駅利用者のニーズに合っているから

有  効  性 Ｂ【選択してください】

目標達成度

類似事業の有無

5,460,000
800

１ なし

１ 高い

5,460,000

評価項目 評価の理由

駅西広場は、市の管理であるため

5,460,000

①事務事業に携わる正規職員数

0
③人件費（②×＠

１ 妥当である

評価結果

駅舎移設を伴う事業は他にないから

3,360,0000円）（Ｂ）4,200

【選択してください】

①国庫支出金
支出合計（Ａ）
⑤その他

0

細部までの合意形成に至っていないから

１ 妥当である

支
出
内
訳

③工事請負費

0

関係機関との打ち合わせ協議回数活
動
指
標

区　　分
予算現額

26年度
決算額

①需用費
②委託料

単位

0

コスト効率

負担割合の適正化

計画
36 

28年度
当初予算額

27年度
予算現額 決算額 決算増減率

4 

0

都市機能の利便性向上を推進しているから

１ 高い コストがかからないから

１ 適正である

0

評
価
結
果

不要計画どおり事業を実施することが適当 ２次評価 　

他に主体となりえる団体はないから

コストがかからないから

【選択してください】 実施主体の適正化

１ 適正である

1,300

0

3
0



平成 年度実績に関する事務事業評価表

① 回
② 回
③
① ％
②
③

円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
人

時間
円
円

入力シート№ 26

27

8,000,000

8,000,000

8,000,000 0

11,360,000

00
4

目的の妥当性

対象の妥当性

3

6,300,000

1,500

都市マスタープランを立案し、策定委員会、都市計画審議会で検討・審議され、都市マスタープラン全体構想を策定した。

財
源
内
訳

妥　当　性

自治体関与の妥当性

Ａ

人
件
費

0

総　費　用（Ａ＋Ｂ）

事 務 事 業 名
予 算 事 業 名

ソフト事業

４
コ
ス
ト
情
報

手       段
（活動指標）

６
評
価

【選択してください】 Ａ

評価の視点 Ｈ27評価Ｈ26評価

１次評価
（課長総括）

Ａ

評
価
結
果

(

課
題
及
び
今

後
の
方
針

)

社会情勢などの変化に伴い、将来の土地利用の方針や道路整備・公
園整備などまちづくりを進める上での羅針盤として、都市マスター
プラン策定で基本的な考え方をまとめる必要がある。

効  率  性

上位施策への貢献度

２ 目標どおり

根  拠  法  令

１ 妥当である

１
基
本
項
目

都市計画法に定められているため

事  務  区　分

総
合
計
画 基本事業名

事  業  期　間

施  策  名

目  標  名
政  策  名

15-１　計画的な都市環境づくりの推進

土木費
都市計画費
都市計画総務費

都市マスタープラン

100 

目

成
果
指
標

0 

27年度

3 

総合計画実施計画に記載

0 

単位

100.0%

都市計画法 総合計画等への記載

26年度

0 100 

3 

都市マスタープラン全体構想の完成率

都市計画課都市マスタープラン策定事業
都市計画一般管理費
自治事務

計画公園係
0765-23-1030

担
当
部
署

終了年度平成27年度開始年度 平成28年度

課       名
係　   　名
電 話 番 号
会　   　計 一般会計

アウトソーシング導入状況

実績
3 
3 

計画
指　標　名

導入予定なし

20年後の魚津市の将来像や10年後の市街地の規模、都市施設の整備方針について、全体構想と地域別構想を策定する。

実績
28年度

策定委員会及び都市計画審議会で、検討・審議され、都市マスタープランを完成させる。

都市マスタープラン策定のための策定委員会及び都市計画審議会の開催

達成率
100.0%
100.0%

意       図
（成果指標）

款
項

予
算
科
目

５
取
組
内
容

③地方債
④その他（使用料、雑入等）
⑤一般財源
収入合計

②年間所要時間

２
事
業
概
要

事 業 概 要

対　   　象

３
指
標

　平成27年度に取り組んだ事務事業の内容及び改善内容

基本目標２　安全で快適な暮らしやすいまち
７　魅力ある都市基盤の充実
15　良好な都市の形成

②県支出金

④負担金補助及び交付金

計画

都市計画法に定められているため

有  効  性 Ａ【選択してください】

目標達成度

類似事業の有無

6,300,000
800

１ なし

１ 高い

14,300,000

評価項目 評価の理由

都市計画法に定められているため

6,300,000

①事務事業に携わる正規職員数

0
③人件費（②×＠

１ 妥当である

評価結果

他の課等で策定してないため

3,360,0000円）（Ｂ）4,200

【選択してください】

①国庫支出金
支出合計（Ａ）
⑤その他

0

全体構想を完成させた

１ 妥当である

支
出
内
訳

③工事請負費

0

都市マスタープラン策定委員会開催件数

都市計画審議会開催件数 0 0 

活
動
指
標

0 

区　　分
予算現額

26年度
決算額

①需用費
②委託料

単位

0

コスト効率

負担割合の適正化

計画
3 
3 

28年度
当初予算額

8,000,000

27年度
予算現額 決算額 決算増減率

100 

8,000,000
8,000,000

まちづくりには不可欠なマスタープランのため

１ 高い 最小限の予算で実施しているため

１ 適正である

0

評
価
結
果

不要計画どおり事業を実施することが適当 ２次評価 　

都市計画法に定められているため

都市計画法に定められているため

【選択してください】 実施主体の適正化

１ 適正である

1,500

8,000,000

4
8,000,000


